
区 分 決 算 額 構成比 (%) 増減率 (%) 住民１人当額(円) 区 分 構 成 比 (%) 住民１人当額(円)

 地方税 7,811,413 40.6 0.6 142,134  議会費 0.9 3,086
 地方譲与税 215,630 1.1 0.9 3,923  総務費 12.9 42,466
 利子割交付金 9,251 0.0 △ 0.4 168  民生費 36.1 118,607

14  配当割交付金 25,690 0.1 △ 19.3 467  衛生費 8.7 28,478
58.64k㎡  株式等譲渡所得割交付金 23,605 0.1 △ 32.0 430  労働費 0.9 2,958

54,874 平成27年 936  地方消費税交付金 999,610 5.2 12.3 18,189  農業費 1.6 5,189
56,204 平成22年 958 第1次 第2次 第3次  自動車取得税交付金 91,639 0.5 3.5 1,667  商工費 1.4 4,702
△2.4% 人口集中 平成27年 20,399 平成27年 943 8,578 17,334  地方特例交付金 44,168 0.2 13.6 804  土木費 12.8 42,113
54,958 地区人口 平成22年 20,895 国調 3.5% 31.9% 64.6%  地方交付税 1,841,186 9.6 △ 7.0 33,502  消防費 4.8 15,855
55,087 23,107 平成22年 1,064 8,836 17,481 （うち普通交付税） 1,576,434 8.2 △ 7.6 28,684  教育費 9.0 29,385
△0.5% 世帯 国調 3.9% 32.3% 63.8%  交通安全対策交付金 9,339 0.0 △ 0.5 170  災害復旧費 0.0 0

 分担金・負担金 172,726 0.9 6.0 3,143  公債費 10.9 35,749
A  使用料・手数料 202,907 1.1 0.1 3,692  諸支出金 0.0 0
B  国庫支出金 2,281,579 11.8 △ 4.6 41,515

 県支出金 1,127,185 5.9 0.5 20,510
C  財産収入 89,995 0.5 93.5 1,638

 寄附金 9,550 0.1 △ 19.2 174
D  繰入金 1,144,855 5.9 75.8 20,831
E  繰越金 1,037,723 5.4 △ 3.4 18,882
F 実質赤字比率  諸収入 581,986 3.0 △ 11.5 10,590
G 連結実質赤字比率  地方債 1,542,466 8.0 △ 13.5 28,066
H 実質公債費比率 合 計 19,262,503 100.0 0.5 350,495 合 計 100.0 328,588
I 将来負担比率

区 分 決 算 額 構成比 (%) 増減率 (%) 住民１人当額(円) 一般財源等

J  人件費 3,052,840 16.9 △ 0.4 55,548 2,890,997 25.2 (27.1)
職 員 数 平均年齢 （うち職員給） 2,133,400 11.8 0.7 38,819 1,983,353 ― ―

371 37.8  扶助費 4,201,424 23.3 △ 2.0 76,448 1,371,119 11.6 (12.5)
79 36.2  公債費 1,964,682 10.9 2.5 35,749 1,958,279 17.3 (18.5)
7 51.9  物件費 2,997,078 16.6 1.1 54,534 2,500,819 19.7 (21.1)
7 46.0  維持補修費 34,720 0.2 △ 6.0 632 22,491 0.2 (0.2)

― ―  補助費等 720,465 4.0 0.4 13,109 522,479 4.1 (4.4)
378 38.0 構成比  繰出金 2,173,749 12.0 △ 3.0 39,553 1,911,168 16.1 (17.3)

決 算 額 等  個人 34.7%  投資及び出資金 0 0.0 0.0 0 0 0.0 (0.0)
1,054,495 繰 出 額  法人 7.3%  貸付金 155,000 0.8 △ 4.3 2,820 3,627 0.0 0.0

25,925 601,562 46.9%  積立金 939,044 5.2 59.4 17,087 909,523  合  計 10,655,147 94.2 (101.2)
1,814,327 10,366 1.8%  普通建設事業費 1,819,536 10.1 △ 15.1 33,108 652,157

347,052 4.8% （うち補助事業） 153,369 0.8 △ 62.0 2,791 22,203
613,088 4.3% （うち単独事業） 1,655,604 9.2 △ 1.8 30,125 619,391

27,450 612,047 0.2%  災害復旧費 0 0.0 0.0 0 0
50,000 0 100.0%  失業対策事業費 0 0.0 0.0 0 0

0.3% 2,184,115 合 計 18,058,538 100.0 △ 0.4 328,588 12,742,659

　除いた場合。

0 千円

773,466 千円

773,466 千円

平成30年度　羽生市決算概要　（普通会計）
決 算 額 一般財源等

169,631 169,596
2,333,860 2,157,542

（単位：千円）
歳 入 内 訳 歳 出 内 訳 （ 目 的 別 ）

6,518,428 3,258,505
羽生市 1,565,085 1,450,983

人 口 面 積 市町村類型Ⅱ-2 交付税種地区分　Ⅰ-３ 162,552

住民基本
台 帳

H31.3.31 871,340 785,408
H30.3.31

97,262

国勢調査

平成27年
人口密度

産 業 構 造 285,209 193,125
平成22年 区 分 258,392

世　帯　数
平成31年3月31日現在

1,614,937 1,282,405
増 減 率 0 0

157,751
増 減 率 就

業
人
口

2,314,422 1,231,803

1,958,279
 歳入総額 19,162,445 19,262,503  基準財政収入額 6,872,253 0 0

区　　　　分 平 成 ２ ９ 年 度 平 成 ３ ０ 年 度 区 分 指 数 等 1,964,682

0 0.0 0 0
 歳入歳出差引額

1,037,723 1,203,965
 標準税収入額等 8,776,240

       （A－B) 

 歳出総額 18,124,722 18,058,538  基準財政需要額 8,448,687  前年度繰上
 充用金

 標準財政規模 11,126,140
 翌年度へ繰越

5,116 31,055
 財政力指数 0.800

 すべき財源  実質収支比率 10.5%
 実質収支（C-D） 1,032,607 1,172,910  公債費負担比率 14.0%
 単年度収支 △ 19,634 140,303 健

全

化

判

断

比

率

―

18,058,538 12,742,659
 積立金取崩額 550,000 400,000 91.5% 歳 出 内 訳 （ 性 質 別 ）

 積立金 400,642 701,054 ―
 繰上償還金 0 5,450 9.8%

72.4% 2,852,468
区 分 一人当り給料月額（円）  実質債務残高比率 171.3% ―

 実質単年度収支
△ 168,992 446,807

 義務的経費比率 51.1% うち経常一般財源 経常収支比率(%)

 （F+G+H-I)  一般財源比率

 一般職員 294,000  ラスパイレス指数 97.3 1,313,250
 　うち消防公務員 292,000  一般財源等 13,946,624 1,952,829
 　うち技能労務職員 313,000  地方債現在高 18,253,428 2,223,945
教育公務員 399,000  債務負担行為額 808,677 22,491

0

積 　立
基　 金
現在高

財政調整基金 事　　業　　名 566,396 0

 臨時職員 ―  職員一人当たり人口 145 467,844
合       計 296,000 区 分 決 算 額 1,822,320

減債基金  下水道  固定資産税 3,667,080
その他  上水道  軽自動車税 144,003

区 分 公 営 事 業 へ の 繰 出
市民税

2,708,127

経常一般財源収入 10,531,922

定額運
用基金
現在高

土地開発
基金

0
 国民健康保険  市たばこ税 372,731

内
 
 
 
 
 

訳

 地方税

その他  介護保険  入湯税 12,466  利子割交付金 9,251

7,470,803
 後期高齢者  都市計画税 340,610  地方譲与税 215,630

収入比率 合　　　計 徴収率（実質徴収率） 97.5%  (97.5%)  株式等譲渡所得割交付金 23,605
収 　益
事　 業

収入額  その他 合　　計 7,811,413  配当割交付金

 地方消費税交付金 999,610
＊経常収支比率は、経常一般財源収入に減収補てん債特例分及び臨時財政  自動車取得税交付金 91,639
　対策債を加えて算出。  地方特例交付金 44,168

25,690

　　　臨時財政対策債　  財産収入 28,935
合　　計  諸収入 6,025

＊経常収支比率（　　）書きは、減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を  地方交付税 1,576,434
 交通安全対策交付金 9,339

　　　減収補てん債特例分　  使用料・手数料 30,793


